
第103回定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

東洋埠頭株式会社

　連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社
定款第１６条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載すること
により株主の皆様に提供しております。



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

①　連結子会社

　連結子会社は㈱東洋埠頭青果センター、㈱東洋トランス、東京東洋埠頭㈱、鹿島東洋埠頭㈱、志布志東洋埠

頭㈱、東永運輸㈱、ＯＯＯ東洋トランス、ＯＯＯＴＢ東洋トランスの８社であります。

②　主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　　　　㈱ティーエフ大阪、新潟東洋埠頭㈱

　非連結子会社については、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等（持分に見合う額）

はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

　非連結子会社である新潟東洋埠頭㈱及び関連会社である東光ターミナル㈱、坂出東洋埠頭㈱、㈱オーエステ

ィ物流、上海青旅東洋物流有限公司の５社に持分法を適用しております。

②　主要な持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

非連結子会社　　　　　　　㈱ティーエフ大阪

③　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社はそれぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、全体としても重要性がないので持分法を適用しておりません。

④　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会

社の会計年度に係る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちＯＯＯ東洋トランス、ＯＯＯＴＢ東洋トランスの決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、12月31日現在の財務諸表を使用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

(リース資産を除く)

　定率法によっております。ただし平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法によっております。

無形固定資産

(リース資産を除く)

　定額法によっております。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　役員賞与引当金　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支出見積額を計上することとしておりますが、当

連結会計年度は支出しないこととしたため計上しておりません。

③　役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金支出に充てるため、内規に基づく支出見積額を計上しており

ます。

　なお、当社は平成17年６月29日付で、役員退職慰労金制度を廃止したため、制

度廃止日に在任している役員に対する在任期間に対応した支出見積額を計上して

おります。

④　災害損失引当金　　　　　雪害に伴う施設の撤去費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しており

ます。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。また、在外連結子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。持分法適用の在外関連会社の資産、負債、収益及び費用は、当該関連会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。

②　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段は金利スワップ、ヘッジ対象は変動金利借入金であります。

ヘッジ方針

　借入金に係る金利変動リスクを低減する目的で金利スワップ取引を利用する方針であります。
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③　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退

職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

額法により、発生した連結会計年度の翌連結会計年度から費用処理し、過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、発生した連結会計年度から費用処理

することとしております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④　消費税等の会計処理の方法

　消費税等の会計処理の方法は、税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更に関する注記）

退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文

及び退職給付適用指針第67項本文に揚げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職

給付に係る負債に計上しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加

減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,500百万円計上されるとともに、その他の包

括利益累計額が229百万円減少しております。

　なお、１株当たり純資産額は2.98円減少しております。

（表示方法の変更に関する注記）

連結損益計算書関係

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「為替差益」は重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

(1) 担保に供している資産

有形固定資産 6,496百万円

投資有価証券 2,436百万円

計 8,932百万円
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(2) 担保に係る債務

短期借入金 2,524百万円

長期借入金 6,982百万円

計 9,507百万円

　上記の他、営業債務に対する金融機関からの債務保証の担保として定期預金50百万円を担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 57,282百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式総数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式数

普通株式 77,400,000 － － 77,400,000

合計 77,400,000 － － 77,400,000

自己株式

普通株式 330,509 7,950 － 338,459

合計 330,509 7,950 － 338,459

注）自己株式の増加7,950株は、単元未満株式の買取りによる取得であります。

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（単位：百万円）

（決　　　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり配当額

（円）
基　準　日 効力発生日

平成25年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 193 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年10月30日
取 締 役 会

普通株式 193 2.5 平成25年９月30日 平成25年11月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（単位：百万円）

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生予定日

平成26年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 193 利益剰余金 2.5 平成26年３月31日 平成26年６月27日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する注記

　当社及び一部の連結子会社は、設備投資計画に照らして、必要な設備資金を主に金融機関からの借入により調

達しております。当社は、一時的な余資の運用は預金等に限定し、短期的な運転資金については不足額を銀行借

入により調達しております。

　受取手形及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　また、投資有価証券は、主に当社グループと取引関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行な

っております。

　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、一部の長期借入金の金利変動リスクに

対してデリバティブ取引（金利スワップ）をヘッジ手段として利用しております。

　なお、デリバティブ取引の実行管理は、経理部で行なっており、リスク管理に対してはリスク管理基準等によ

り管理を行なっております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 1,843 1,843 －

(2) 受取手形及び営業未収入金 3,741 3,741 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 4,007 4,007 －

資産計 9,592 9,592 －

(1) 営業未払金 2,792 2,792 －

(2) 短期借入金 6,028 6,028 －

(3) 未払金 631 631 －

(4) 未払法人税等 328 328 －

(5) 設備関係支払手形 124 124 －

(6) 長期借入金 8,775 8,811 35

負債計 18,680 18,716 35

デリバティブ取引 － － －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負債

(1) 営業未払金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等、並びに(5) 設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(6) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象とされており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元

利金の合計額を、同様の借入を行なった場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算

定する方法によっております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 (注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,390百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券　その他

有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸専用物流施設、賃貸住宅、賃貸店舗等を

所有しております。

２．賃貸等の時価に関する事項

（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

839 2,041

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用い

ております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 234円15銭

２．１株当たり当期純損失 １円95銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法によっております。

無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用ソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）による定額法によっております。

リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

役員賞与引当金　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支出見積額を計上することとしておりますが、当

期は支出しないこととしたため計上しておりません。

退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、発生し

た事業年度の翌期から費用処理し、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、発生した事業年度

から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金支出に充てるため、内規に基づく支出見積額を計上しており

ます。

　なお、平成17年６月29日付で役員退職慰労金制度を廃止したため、制度廃止日

に在任している役員に対する在任期間に対応した支出見積額を計上しております。

災害損失引当金　　　　　雪害に伴う施設の撤去費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しており

ます。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の処理　　　①　ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しており

ます。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段は金利スワップ、ヘッジ対象は変動金利借入金であります。

③　ヘッジ方針

借入金に係る金利変動リスクを低減する目的で金利スワップ取引を利用す

る方針であります。

消費税等の会計処理　　　税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

(1) 担保に供している資産

有形固定資産 6,575百万円

投資有価証券 2,436百万円

計 9,011百万円

(2) 担保に係る債務

長期借入金（一年以内返済含む） 9,507百万円

　上記のほか、関係会社の営業債務に対する金融機関からの債務保証の担保として定期預金50百万円を担保に供

しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 55,765百万円

３．保証債務

　下記会社の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。

東 永 運 輸 ㈱ 48百万円

計 48百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 189百万円

長期金銭債権 1,705百万円

短期金銭債務 1,407百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

営業収入 760百万円

営業費用 5,083百万円

営業取引以外の取引高 96百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当期末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 157,000株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

［繰延税金資産］

退職給付引当金 659百万円

貸倒引当金 567百万円

減損損失 473百万円

災害損失引当金 356百万円

資産除去債務 200百万円

未払賞与 102百万円

その他 359百万円

繰延税金資産　小計 2,719百万円

評価性引当額 △1,120百万円

繰延税金資産　合計 1,599百万円

［繰延税金負債］

その他有価証券評価差額金 △386百万円

買換資産積立金 △252百万円

退職給付信託設定益 △227百万円

固定資産圧縮積立金 △171百万円

その他 △4百万円

繰延税金負債　合計 △1,042百万円

繰延税金資産の純額 556百万円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、ソフトウェア等の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種　　類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高

子 会 社

㈱ 東 洋 埠 頭
青果センター

直接100.0％

役員の兼任
資金の貸借
業務の委託
設備の賃貸

運転資金の貸付
(注１．３)

530 長期貸付金 1,210

志 布 志 東 洋
埠 頭 ㈱

直接 90.0％

役員の兼任
資金の貸借
業務の委託
設備の賃貸

運転資金の借入
(注２．３)

867 短期借入金 326

関連会社
㈱ オ ー エ ス
テ ィ 物 流

直接 49.0％
役員の兼任
資金の貸借
業務の委託

運転資金の貸付
(注１．３)

516 短期貸付金 27

注１．運転資金の不足額を貸付けるとともに、貸付先子会社の資金状況に応じて随時返済を受けております。

２．運転資金の余剰資金を借入れるとともに、借入先子会社及び関連会社の資金状況に応じて随時返済を行って

おります。

３．貸付金及び借入金の金利は、当社が金融機関から借入れている短期借入金の平均金利に準じて決定しており

ます。

４．子会社２社の長期貸付金等に対し、1,556百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当期において貸倒

引当金繰入額217百万円を計上しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 223円21銭

２．１株当たり当期純損失 ２円22銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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